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非公式訳 

投資委員会事務局布告 

第 Por.9/2566 号 

件名：法人税に関する恩典を受ける事業及び収入の範囲  

------------------------------------------------------- 

 

仏暦 2565 年（西暦 2022 年）12 月 8 日付投資委員会布告第 9/2565 号 件名：国家

の発展にとって重要な産業への投資奨励措置に基づき投資奨励を受けた事業において法人所

得税に関して恩典を受けた事業及び収入の範囲を明確にするため、仏暦 2520 年（西暦 1977

年）投資奨励法第 13 条、第 31 条、第 31 条の 1、第 32条及び第 35 条に基づき、投資委員会

事務局が投資委員会からの権限委譲を受けた。そこで、投資奨励を受ける事業の種類に対す

る法人税に関して恩典を受ける事業及び収入の範囲を、以下のとおり定める。 

 

１類 農業・農産品及びバイオテクノロジー 

1.1.1.1 商用材木の植林 木材の販売 

1.1.1.2 エネルギー作物の植林 燃料として直接使用するまたは、燃料を製

造するための原料として使用するための販

売 

1.3.1 植物または動物の品種改良（バイ  

   オテクノロジー事業の範囲外の場 

   合） 

育種により作られた植物や動物の品種の販

売。植物品種の場合、種子、苗木、芽、種

など。動物品種の場合、子、卵、幼虫など 

1.4.6 デジタル農産物ショッピングセン 

   ター 

―顧客のニーズに合わせて品質を調査した

農作物の販売。例えば、キャッサバのでん

ぷん量の測定、野菜や果物に含まれる汚染

物質の調査、例えば、自社で開発した、ま

たは第三者に開発を依頼したソフトウェア

やプラットフォームのデジタルシステムを

通じて販売されるもの 

―デジタルプラットフォームサービスの提

供または事業で販売される農作物の品質検

査サービスの提供 

 



２類 医療機器産業 

2.2.1.2 高齢者向け医療施設 60 歳以上の人に対し奨励を受けた事業に応

じたサービスを提供する場合に限られる。

ただし、恩典を申請する会計年度において

奨励を受けた事業の収入の割合が事業全体

の収入の 80％を下回ってはならない。 

2.2.2.1 高齢者または要介護者向け介護施

設 

宿泊サービスの提供、高齢者または要介護

者の健康増進や日常生活の維持のための介

護サービスや介護活動。ただし、高齢者ま

たは要介護者の一泊のみのサービス提供に

限る。 

 

３類 機械および自動車産業 

3.17.2 バッテリー交換サービスステーシ

ョン(Battery Swapping Station) 

バッテリー交換サービスおよび交換したバ

ッテリーに充電する電気料金 

 

４類 電子・電気機器産業 

4.1 電子設計 例：マイクロエレクトロニ

クス、光エレクトロニクス、組み込

みシステム 

奨励を受けた事業に直接関係するか自己ま

たは他人が製造するかに関わらず、続けて

商業的に製造される製品の販売またはサー

ビスの提供 

 

５類 基礎金属、材料の産業 

5.1.2.1 対象の潜在的な鉱石の採鉱 奨励を受けた事業に応じた鉱石または潜在

的な鉱石の販売。生産工程で発生するスク

ラップ、廃棄物による副産物の販売による

収入は含まない。 

5.1.2.2 同プロジェクト内で対象の潜在的

な鉱石の採鉱に続く選鉱 

奨励を受けた事業に応じた鉱石または対象

の潜在的な鉱石の販売または選鉱サービス

の提供。生産工程で発生するスクラップ、

廃棄物による副産物の販売による収入は含

まない。 

5.1.2.3 同プロジェクト内で対象の潜在的

な鉱石の採鉱及び選鉱に続く製錬

および／または冶金 

- 奨励を受けた事業に応じた製品の販売。

例として対象の潜在的な鉱石から得られる

鉱石、鉱物、金属、半金属、金属化合物が



含まれる。 

- 奨励を受けた事業に応じた対象の潜在的

な選鉱、製錬、冶金サービスの提供。生産

工程で発生するスクラップ、廃棄物による

副産物の販売による収入は含まれない。 

5.1.2.4 対象の潜在的な鉱石の選鉱、製錬

または冶金 

- 奨励を受けた事業に応じた製品の販売に

は対象となる潜在的な鉱石から得られる鉱

物、金属、半金属、金属化合物が含まれ

る。 

- 対象の潜在的な鉱石の選鉱、製錬および

／または冶金サービスの提供。生産工程で

発生するスクラップ、廃棄物による副産物

の販売による収入は含まれない。 

 

８類 デジタル業 

8.3.1 イノベーション・パーク

（Innovation Park） 

事業内でのイノベーション開発のためのサ

ービス提供。例として会費、イノベーショ

ン開発のためのエリアの賃貸料、設備利用

料、イノベーション開発のための活動費 

8.4.1 スマートシティ地域開発事業 エリア内で発生するスマートシステムの利

用料 

 

９類 創造業 

9.15 タイ映画の制作 タイ映画の制作、著作権の販売を含むタイ

映画の制作のための雇用、アプリケーショ

ンやオンラインシステムなどによる様々な

動画配信を含む、映画館や映像会社から分

配された収益 

 

１０類 高付加価値サービス 

10.8.4 タイ芸術文化センターまたはタイ

美術工芸展示場 

入場券およびセンター内でのアクティビテ

ィの料金。ただし、食べ物や飲み物の料

金、レンタルスペースの使用料、センター

内でのお土産の販売は除く。 

10.8.6 博物館 入場券および博物館内でのアクティビティ



の料金。ただし、食べ物や飲み物の料金、

レンタルスペースの使用料、博物館内での

お土産の販売は除く。 

10.8.9 クルーズ・ターミナル（Cruise 

Terminal） 

係留サービス、旅客および手荷物の輸送に

関するサービスの料金。 

10.11.1 スマートシステムを活用した物流

センター 

商品流通のための管理料。輸送料、税関手

続き、船舶または航空機の予約の費用は含

まれない。 

10.11.2 国際物流センター

（International Distribution 

Center: IDC） 

商品流通のための管理料。輸送料、税関手

続き、船舶または航空機の予約の費用は含

まれない。 

 

以上、只今よりお知らせする。 

 

公布日 仏暦 2566 年（西暦 2023 年）5月 24 日 

 

ナリット・タートサティラサック 

 

（ナリット・タートサティラサック） 

投資委員会長官 

 

 


